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対象分野の研究開発施設等であって、要件（延床面積、常用雇用者
数等）を満たし、市内に新たに立地する企業に対し、投資額又は賃借
額に応じた交付金に加え、雇用実績に応じた交付金を交付します。
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生産設備：取得額の合計が500万円以上
開発設備：取得額の合計が250万円以上
対象経費の合計額の15%（25%）以内の額
上限400万円（600万円）

〈投資助成〉

〈賃借助成〉

〈雇用助成〉

土地（※）・建物・機械設備取得額の2.5%～10%
※土地取得額に対する交付は、重点地域（アイランドシティ、香椎パークポート、九州大学学術研究都市）のみ。

限度額：1億円～10億円
建物・機械設備の年間賃借料の1/8～1/3
期間：1年～2年  限度額：1,500万円～1億円
常用雇用者1人あたり：5万円～100万円
（福岡市民の正社員及び研究員を優遇します。）
限度額：1億円
※助成対象は、操業開始時の常用雇用者で1年間の継続雇用確認後に交付。
※本社機能と創業5年以内企業は操業開始時の常用雇用者に加え、対象期間を最大3年間に優遇。

特区事業者に部品や素材を供給する県内中小企
業の設備投資を支援します。

2022.4

建物・構築物とその敷地、機械設備（研究開発用に限る）等の固定資産税（税率1.4%）を

平成24年4月1日から令和4年3月31日（※1）までの間に取得した固定資産（※2）が対象

令和6年3月
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※半導体、蓄電池、洋上風力発電機、水素エネルギー関連の製造業の
　場合、特例産業として交付率9～10%（限度額10億円）

※1  令和6年3月31日まで延長予定
※2  指定法人については、指定の有効期限内に取得した固定資産が対象（ ）

※（　）内は特別枠 : 半導体、蓄電池（車載用）、洋上風力発電機、
　水素エネルギーに関する一定の事業の用に供する設備を取得する場合

（※）




